
 

 

お茶の水女子大学同窓会館跡地整備事業 

公募要項(案)に関する質問回答 
 

 

 

 

 

 

１ 本質問回答は、本学の創立 150 周年記念事業（ESG キャンパス整

備（同窓会館跡地整備事業））に相応しい施設として、令和５年１

０月１８日（水）から１０月２３日（月）までに受け付けた「お茶

の水女子大学同窓会館跡地整備事業」の公募要項(案)に関する質問

を項目順に整理するとともに、回答を付したものです。 

２ 質問の内容は、質問者の記載のとおりとしていますが、記載位置

（頁･Ⅰ･１･(1)･1)･①･ア等）については、大学で一部加筆・修正

していますので注意してください。 

３ なお、本質問回答は、現時点での大学の考え方を示すものであ

り、今後変更する可能性があることから、提案書類等の作成に当た

っては、必ず、公募要項等に基づいてください。 

 

 

 

 

 

 

令和５年１１月１５日 
 

国立大学法人お茶の水女子大学 

 



 

（１） 

 

公募要項(案)に関する質問回答 
 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

1 敷地データ        

敷地のデータについて、座標が

示された資料の提供はございま

すか 

公募要項の公表とあわせて提供

する予定です。 

2 
地質資料デー

タ 
       

ボーリングデータや載荷試験デ

ータ等の資料の提供はございま

すか 

事業計画地の地質資料データは

ありません。近傍のデータにつ

いて、公募要項の公表とあわせ

て提供する予定です。 

3 
開発工事に関

して 
       

都市計画法29条の開発許可は不

要と考えて宜しいでしょうか 

所管官署（文京区または東京

都）との協議によるものと理解

しています。 

4 応募に関して        

本公募は事業主が応募するかと

思いますが、事業主が予定する

設計者・建設会社・維持管理会

社・運営テナント等が必要な押

印書類はありますでしょうか 

本事業への参加者（本学との契

約当事者）のみとする予定で

す。 

5 
固定資産税相

当額について 
       

現行の固定資産税額はご教授い

ただけますでしょうか？また、

建設後の建物が載っている状態

の固定資産税は想定金額になる

かと思いますが、計算方法等は

事業者側の想定計算式でよいで

しょうか？ 

本学は固定資産税が非課税のた

め、現行の税額は提示できませ

ん。なお、本学が想定している

本事業の施設計画に基づいた令

和５年度時点での土地に対する

固定資産税の概算金額を都税事

務所に照会していますので、そ

の結果を公募要項の公表とあわ

せて提示する予定です。 

6 別紙図面        

付属小学校の出入り口の利用用

途、出入りの頻度、車利用の有

無等を教えてください。 

附属小学校の設備更新工事に伴

う搬出入時等に使用するため、

普段の出入りはありません。 

7 事業期間 1 Ⅰ 3     

「事業期間（定期借地権設定契

約期間）は、50年間から70年間

までの期間に、既存建物の解体

・撤去工事等、事業施設の建設

工事、事業期間終了時の解体・

撤去工事の期間を加えた範囲と

し」とありますが、これは事業

期間（50～70年間）と別途で

「既存建物の解体・撤去工事

等、事業施設の建設工事、事業

期間終了時の解体・撤去工事の

期間」を加算して提案してもよ

いという解釈でよろしいでしょ

うか。 

ご理解のとおりです。 

8 
事業の基本事

項 
1 I 5     

事業参画にあたり、SPCの設立は

必須でないという理解でよろし

いでしょうか。 

ご理解のとおりです。 



 

（２） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

9 
既存建物の解

体 
2 Ⅰ 5 (6)    

① 既存建物について図面資料等

の提供はございますか。 

② アスベストの調査結果は開示

されますか？ 

③ アスベストの処理費は大学側

でしょうか？事業主側でしょ

うか？ 

④ 土壌汚染調査後、土壌汚染が

認められた場合の追加調査費

は大学との記載があります

が、処理費も大学と考えてよ

ろしいでしょうか？ 

⑤ ④の調査の結果工程が大幅に

伸びた場合、物価変動等で事

業主側の事業収支が変わって

きた場合は、協議いただける

のでしょうか？ 

⑥ 解体費相当額を提案地代から

差し引く考え方はございます

か？ 

①公募要項の公表とあわせて提

供する予定です。 

②公募要項の公表とあわせて提

供する予定です。（一部建材

の調査結果） 

③本学が提示した資料や現地調

査及び通常の予見から把握で

きるアスベスト含有建材の撤

去・処分は事業者の負担とし

ます。上記以外でアスベスト

が検出された場合は、合理的

な範囲で、本学の負担としま

す。 

④土壌汚染調査の結果、土壌対

策工事が必要になった場合、

合理的な範囲で、本学の負担

とします。合理的な範囲と

は、土壌対策工事が必要にな

ったことによって事業者に生

じる必要かつ最小限の範囲の

費用を想定しています。な

お、土壌汚染の追加調査費用

は、本学は負担しません。 

⑤どのような事項を対象とした

協議なのか分かりかねます

が、物価変動等により事業者

の事業収支が変動したとして

も、地代を減額するなどの本

学の費用負担に係わる協議に

は応じられません。 

⑥解体費相当額を提案地代から

差し引くことはありません。 

10 
事業の基本事

項 
2 Ⅰ 5 (6)    

「土壌汚染調査の結果その対策

工事、埋蔵文化財調査（試掘）

の結果その本格調査が必要な場

合は、合理的な範囲で、本学の

負担」とありますが、P.17_Ⅶ

_1_(3)_2)_「事業者と本学のリ

スク分担（案）」の表にある通

り、事業者が実施した事業によ

り発生した当該負担以外の負担

は、すべて貴学が負担される認

識でよろしいでしょうか。 

本学は、土壌汚染調査の結果そ

の対策工事、埋蔵文化財調査

（試掘）の結果その本格調査が

必要な場合は、合理的な範囲で

当該費用を負担します。合理的

な範囲とは、土壌汚染対策工事

や埋蔵文化財調査の本格的調査

によって事業者に生じる必要か

つ最小限の範囲の費用を想定し

ています。 

なお、リスク分担表はあくまで

参考として提示するものであ

り、基本協定書（案）や定期借

地権設定契約書（案）等の記載

が優先します。（共通事項） 

また、リスク分担表の記載とし



 

（３） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

ても、事業者が実施したかどう

かのみならず、事業者の帰責事

由の有無を考慮するものです。 

11 
事業の基本事

項 
2 Ⅰ 5 (6)    

建設工事に関する費用負担につ

いて、「合理的な範囲で」貴学

の負担とする項目に地中障害が

あった場合の撤去も加えて頂け

ないでしょうか。 

本学が提示した資料や現地調査

及び通常の予見から把握できる

地中障害の撤去・処分は事業者

の負担とします。上記以外で地

中障害が検出された場合は、合

理的な範囲で、本学の負担とし

ます。 

12 
既存建物解体

工事 
2 Ⅰ 5 (6)    

既存建物の解体・撤去工事に関

し、既存建物図面を開示いただ

くことは可能でしょうか。 

番号９①への回答を参照してく

ださい。 

13 
既存建物解体

工事 
2 Ⅰ 5 (6)    

既存建物の解体・撤去工事に関

し、既存建物に係るアスベスト

調査履歴をご教示いただけます

でしょうか。 

番号９②への回答を参照してく

ださい。 

14 
事業施設の運

営 
2 Ⅰ 5 (7)    

事業施設の運営は事業者が実施

するとありますが、大学にて賃

借される部分の運営も事業者に

て実施する提案が必要という理

解でよいでしょうか。 

ここでの運営とは、事業者によ

る事業施設の全般に関する運営

のことであり、本学が賃借（使

用）する部分そのものの運営は

本学が行います。 

15 事業内容 2 Ⅰ 6 (1) 1)   

「近隣住民への説明等は事業者

にて行うものとする」とありま

すが、これは基本的に事業者で

実施するものの、必要な場面で

は貴学のご担当者様も説明等に

同席いただくという理解でよい

ですか。 

近隣住民への説明等は事業者の

責任において行うものとし、必

要に応じて、本学担当者が同席

するものとします。 

16 
既存建物の解

体・撤去 
2 Ⅰ 6 (1) 1) ①  

既存建物解体において、アスベ

ストが検出された場合、リスク

が17ページリスク分担(案)に記

載が無いことから「測量・調査

リスク（上記以外）」の貴学の

リスクと理解でしょうか。 

※事前に貴学でアスベスト調査

は行っておりますでしょうか。 

番号９③への回答を参照してく

ださい。 

17 事業内容 2 Ⅰ 6 (1) 1) ②  

事前調査業務の敷地測量が事業

者負担となっていますが、土地

の敷地測量については、権利の

観点から全て事業者側が負担す

ることに疑問があります。敷地

境界の確定や分筆など権利に関

わる業務費用は、大学側の負担

とさせていただけないでしょう

か。 

ここでの事前調査業務（敷地測

量）とは、事業者の提案を実施

するために必要となる敷地測量

のことであり、事業者の負担と

します。敷地境界の確定は完了

しています。 

なお、本学としては「分筆」や

「地目変更」の予定はありませ

んが、これらが必要な場合の費



 

（４） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

用については事業者の負担とし

ます。 

18 事前調査業務 2 Ⅰ 6 (1) 1) ②  

土壌汚染調査及び埋蔵文化財調

査（試掘）と記載が有ります

が、土壌汚染について、予め貴

学で地歴調査を行い、情報を開

示いただけないでしょうか。 

地歴調査は事業者が行うものと

しますが、これに必要な資料等

については、本学が協力するも

のとします。 

19 

転貸定期借地

権付譲渡価格

の設定等 

3 Ⅰ 1 (3)    

原案の「転貸定期借地権付譲渡

価格」は分譲マンションを想定

した規定と推察いたしますが、

賃貸（賃貸オフィスや賃貸マン

ション等）における「借地権付

譲渡価格」についても同様に、

事業者が決定できるという理解

でよろしいでしょうか。 

賃貸（賃貸オフィスや賃貸マン

ション等）における「借地権付

譲渡価格」が何を想定している

のか分かりかねますが、「転貸

定期借地権付譲渡価格又は賃料

等」は事業者が決定できるもの

とご理解ください。 

20 維持管理 3 I 6 (1) 1) ⑤  

1）⑤の備品調達及びその関連業

務にあるように、備品のイニシ

ャルコストを事業主が負担する

と考えますが、備品の維持管理

・メンテナンス・修繕・更新等

は使用者である大学と考えてよ

ろしいでしょうか？ 

本学が使用する部分の（可動

の）什器・備品等は本学が調達

し維持管理を行います。なお、

本学が使用する部分の造り付け

の家具や機器等の調達について

は事業者の負担とします。ただ

し、本学が使用する部分の造り

付けの家具や機器等の維持管理

については、公募要項等で提示

します。 

なお、本学が使用する部分があ

る階のトイレ、湯沸かし、廊

下、階段等については共用部分

とし、造り付けの家具や機器等

及び（可動の）什器・備品等の

調達や維持管理は事業者の負担

とします。（共通事項） 

21 維持管理 3 I 6 (1) 2)   

事業者が事業期間中に維持管理

業務を行うとのことですが、清

掃業務について大学が使用する

部分（専有床部分）も対象でし

ょうか。 

本学が使用する部分の清掃業務

は本学が行います。 

22 

・運営 

・事業施設の

整備及び整備

後 の 維 持 管

理、運営にお

ける本学の費

用負担 

3 Ⅰ 6 (1) 3) ②  

運営②に利用料金の徴収業務と

あります。一方で大学側の費用

負担のところでは使用する部分

の賃料の記載のみがあります。 

駐車場等を大学側で利用する場

合、賃料とは別途徴収すること

ができると考えてよろしいでし

ょうか？ 

駐車場を本学が使用する場合の

料金については、賃料とは別途

徴収できるものとします。 

23 
利用料金徴収

業務 
3 Ⅰ 6 (1) 3) ②  

事業施設の運営業務において、

利用料金徴取業務を事業者にて

ここでの事業施設の運営業務の

うち利用料金（管理費等）徴取



 

（５） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

行うということですが、具体的

にどのような利用料金の徴収を

想定していますでしょうか？ 

業務とは、事業者による事業施

設の全般に関する賃料や利用料

金を徴収することです。 

24 撤去工事 3 I 6 (1) 4)   

『事業施設を解体・撤去し、更

地として事業計画地を返還』と

ありますが、今回新築する建物

の杭の引き抜きも必要でしょう

か。 

杭の引き抜きも必要となりま

す。 

25 
本学の費用負

担 
3 Ⅰ 6 (2)    

「本学は、使用する部分の賃料

等、本学が支払うべき事業計画

地に対する固定資産税額のほか

は、一切の費用を負担しないも

のとする」とありますが、大学

にて賃借される部分の内装・設

備の修繕・更新についても大学

は負担しないということでしょ

うか。大学側の事由により発生

した修繕や更新についても事業

者負担ということでしょうか。 

番号20への回答を参照してくだ

さい。 

26 事業の内容 3 Ⅰ 6 (2)    

固定資産税・都市計画税額を知

りたいと考えています。それぞ

れ課税標準額など参考になる資

料をいただけないでしょうか？ 

番号５への回答を参照してくだ

さい。 

27 
事業施設の運

用 
3 Ⅰ 6 (3)    

「事故等に備えてリスクを分散

できる保険に加入することを条

件とする」とありますが、その

内容や金額は提案事項というこ

とでよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

28 賃料等の設定 3 Ⅰ 6 (3)    

「本学が使用する部分の賃料等

（共益費等を含む本学が使用す

る部分にともなって発生する事

業者への全ての支払費用とす

る。）は、公募要項等及び事業

者の提案に基づいて定める」と

ありますが、基準となる賃料は

公募要項等配布時に示されるの

でしょうか。 

当該賃料を提示する予定はあり

ません。 

ただし、「本学が事業者から受

け取る地代は、本事業において

本学が必要とする費用（本学が

使用する部分の賃料等（共益費

等を含む本学が使用する部分に

ともなって発生する事業者への

全ての支払費用とする。）、本

学が支払うべき事業計画地に対

する固定資産税相当額等の合計

額）を、事業期間のすべての時

点（断面）で上回るものとし、

本学の安定的かつ継続的な運営

に資するものとする。」ことに

留意してください。（共通事

項） 

29 賃料等の設定 3 Ⅰ 6 (3)    
「本学が使用する部分の賃料等

（共益費等を含む本学が使用す

本学が使用する部分の光熱水費

は、本学の負担とします。 



 

（６） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

る部分にともなって発生する事

業者への全ての支払費用とす

る。）」とありますが、この中

には「貴学が使用される部分の

水光熱費も含めて賃料及び共益

費として設定する必要」があ

り、「毎月個別に水光熱費を請

求することはできない」という

認識でよろしいでしょうか。 

なお、本学が使用する部分があ

る階の共用部分の光熱水費につ

いては事業者の負担とします。

（共通事項） 

30 保険加入 3 I 6 (3)    

『事故等に備えてリスクを分散

できる保険』について詳細にご

説明頂けますでしょうか。想定

されているのは火災保険、地震

保険でしょうか。 

番号27への回答を参照してくだ

さい。 

31 保険加入 3 Ⅰ 6 (3)    

公募にあたり、売買又は賃貸借

で事業施設を所有及び使用する

者について保険を強制加入させ

ることが条件となりますか。 

原則として、保険に入ることを

条件としますが、その内容につ

いては事業者の提案によるもの

とします。 

32 
収入等の保証

等の有無 
3 Ⅰ 6 (3) 1)   

「収入等の保証等は、一切、行

わない。ただし、本学が使用す

る部分の賃料等（共益費等を含

む本学が使用する部分にともな

って発生する事業者への全ての

支払費用とする。）は、この限

りではない」とは、事業期間中

は貴学使用部分の賃料と賃借を

保証するという解釈でよろしい

ですか。 

本学が、事業者との賃貸借契約

に従い、本学の使用期間中、使

用部分の賃料等を支払うことを

表明するものです。 

33 
地代の支払方

式 
4 Ⅰ 1 (4) 1)   

工事期間中に係る地代の取扱い

（減免措置）について、ご教示

いただけますでしょうか。 

定期借地権設定契約書の締結後

地代が発生するものとし、減免

の措置は予定していません。 

34 
権利義務の制

限等 
4 Ⅰ 1 (4) 4)   

本項の借地権第三者譲渡は、賃

貸（賃貸オフィスや賃貸マンシ

ョン等）を想定したものと拝察

していますが、分譲マンション

の場合は、転貸定期借地権方式

が前提になる、という理解でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

35 
地代の支払い

方式 
4 Ⅰ 6 (4) 1)   

支払い方式は事業者の提案とあ

るが、地代後払い又は年次ごと

の変更も提案可能と考えてよろ

しいでしょうか？ 

「年次ごとの変更」の意味が分

かりかねますが、いずれにして

も、「本学が事業者から受け取

る地代は、本事業において本学

が必要とする費用（本学が使用

する部分の賃料等（共益費等を

含む本学が使用する部分にとも

なって発生する事業者への全て

の支払費用とする。）、本学が
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

支払うべき事業計画地に対する

固定資産税相当額等の合計額）

を、事業期間のすべての時点

（断面）で上回るものとし、本

学の安定的かつ継続的な運営に

資するものとする。」を前提条

件とし、事業者の提案としま

す。 

36 
地代の支払方

式 
4 Ⅰ 6 (4) 1)   

「地代は、公正証書による定期

借地権設定契約締結の日から、

事業施設を解体・撤去し更地と

して土地を本学に返還する定期

借地権設定契約終了の日までを

対象」とありますが、「地代

は、公正証書による定期借地権

設定契約締結後、既存建物解体

が完了し更地として確認された

日から事業施設を解体・撤去し

更地として土地を本学に返還す

る定期借地権設定契約終了の日

までを対象」に変更いただけな

いでしょうか。 

原案のとおりとします。 

37 
既存建物の解

体等 
4 Ⅰ 6 (4) 2)   

「本学が提示した資料や現地調

査等で想定されない地中障害物

等が発見された場合の撤去費用

については、別途、本学と事業

者との協議によるものとす

る。」とありますが、基本的に

P.17_Ⅶ_1_(3)_2)_「事業者と本

学のリスク分担（案）」の表に

ある通り、事業者が実施した事

業により発生した当該負担以外

の負担は、貴学負担という認識

でよろしいでしょうか。 

番号11への回答を参照してくだ

さい。 

なお、リスク分担表はあくまで

参考として提示するものであ

り、基本協定書（案）や定期借

地権設定契約書（案）等の記載

が優先します。（共通事項） 

また、地中の障害物等に起因す

るリスクは、それが事業者の帰

責事由によるかどうかも判断基

準となります。 

38 

「国立大学法

人法」の目的

に支障がない

者 

4 I 6 (3) 2)   

『「国立大学法人法」の目的に

支障がない者』について詳細に

ご教示頂けますでしょうか。ま

た、転売や賃借により所有者

（区分所有者）や使用者（賃借

人）は変わりますが、確認方法

（イメージ）などをご教示願い

ます。 

「国立大学法人法第三十四条の

二における土地等の貸付けにか

かる文部科学大臣の認可基準」

の第３、第６、第９、第10等に

よるものとします。 

39 

既存建物の解

体・撤去工事

等 

4 Ⅰ 6 (4) 2)   

既存建物内の見学会等は行いま

すでしょうか。 

公募要項等の公表ののち、実施

する予定です。 

40 
既存建物の解

体・撤去工事
4 Ⅰ 6 (4) 2)   

既存建物の杭等を含む図面はい

ただけますでしょうか。 

番号９①への回答を参照してく

ださい。 
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

等 

41 事業の内容 4 Ⅰ 6 (4) 2)   

既存建物の解体費用算出や擁壁

の現状確認等のため、現地実査

の機会を設ける予定はあります

でしょうか？ 

番号39への回答を参照してくだ

さい。 

42 事業の内容 4 Ⅰ 6 (4) 3)   
定期借地権設定契約の案文はあ

りますでしょうか？ 

公募要項等に含めて公表する予

定です。 

43         
 質問者が公表を望まないため回

答できません。 

44         
 質問者が公表を望まないため回

答できません。 

45 事業の内容 4 Ⅰ 6 (4) 4)   

複数の個人を対象とした、一般

向けの定期借地権付分譲マンシ

ョン或いは転定期借地権付分譲

マンション（事業者が定期借地

を続け、事業者から個人への転

定期借地）については承諾が可

能でしょうか？ 

複数の個人を対象とした分譲マ

ンションの場合は、転貸定期借

地権方式を想定しています。な

お、当該承諾は、「国立大学法

人法第三十四条の二における土

地等の貸付けにかかる文部科学

大臣の認可基準」の第10等によ

るとともに、事業期間にわたっ

て、本学の公募要項等及び事業

者の提案内容が確実に履行され

ることが条件となります。 

46 転貸・譲渡 4 Ⅰ 6 (4) 4) ①  

借地権の譲渡を行う場合、「オ

フバランス化」は理由となりま

すでしょうか？ 

また、将来大学にて本建物を購

入する前提での提案は可能でし

ょうか 

ご質問の前段について、当該承

諾は、「国立大学法人法第三十

四条の二における土地等の貸付

けにかかる文部科学大臣の認可

基準」の第10等によるととも

に、事業期間にわたって、本学

の公募要項等及び事業者の提案

内容が確実に履行されることが

条件となります。 

ご質問の後段について、本学が

事業用建物を購入する予定はあ

りませんので、このことを前提

とした提案はできません。 

47 
事業計画地の

転貸 
4 Ⅰ 6 (4) 4) ①  

上層階を分譲住宅とする計画の

場合、住宅購入者への転貸（転

借地権の譲渡）が発生します

が、この場合の転貸（転借地権

の譲渡）は承諾いただけるもの

でしょうか。 

番号45への回答を参照してくだ

さい。 

48 
定期借地権等

設定の条件 
5 Ⅰ 6 (5) 1)   

「定期借地権設定契約期間（事

業期間）は、既存建物の解体・

撤去工事の着手時から」とあり

ますが、測量調査時は期間外の

ため地代が発生しないという理

公募要項（案）Ⅰ６(4)1)に記載

の「地代は、公正証書による定

期借地権設定契約締結の日か

ら、事業施設を解体・撤去し更

地として土地を本学に返還する
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

解でよろしいでしょうか。 定期借地権設定契約終了の日ま

でを対象とする。」のとおりで

す。 

49 
定期借地権等

設定の条件 
5 Ⅰ 6 (5) 2)   

「建物の保存登記を行うことは

妨げない。」とありますが、実

勢の是非は事業者判断という認

識でよろしいでしょうか。 

「実勢の是非」の意味が分かり

かねます。 

50 地代 5 Ⅰ 7 (1)    

① 地代の最低価格は提示される

のでしょうか？ 

② また将来にわたる固定資産税

相当額は変動するものでしょ

うか？ 

またその場合、大学が利用す

る部分の賃料も変動すると考

えてよろしいでしょうか？ 

③ 不動産鑑定士に評価をとるの

は事業者でしょうか？大学で

しょうか？ 

①提示する予定はありません。 

②原則として、地代の改定は行

わないものとしますが、土地

の価格の上昇、公租公課の増

加、周辺の地代相場その他の

諸般の経済情勢の変動等、地

代を改定すべき合理的な事情

が生じ、本学がその改定を事

業者に対し申し出た場合に

は、事業者はこれに誠実に応

じるものとし、本学と事業者

協議の上、適正額に改定する

ものとします。 

なお、事業期間の全期間にわ

たって、「本学が事業者から

受け取る地代は、本事業にお

いて本学が必要とする費用

（本学が使用する部分の賃料

等（共益費等を含む本学が使

用する部分にともなって発生

する事業者への全ての支払費

用とする。）、本学が支払う

べき事業計画地に対する固定

資産税相当額等の合計額）

を、事業期間のすべての時点

（断面）で上回るものとし、

本学の安定的かつ継続的な運

営に資するものとする。」が

条件となります。 

また、原則として、賃料の改

定も行わないものとします。 

③本学は、不動産鑑定士から事

業者の提案に基づく参考地代

を聴取しますが、鑑定評価の

予定はありません。鑑定評価

を実施する場合には、事業者

の負担とします。 

51 地代等 5 Ⅰ 7 (1)    

地代、及び貴学が使用する部分

の賃料（以下「賃料」と記載）

について、上限/下限価格の設定

は行われますでしょうか。それ

ご理解のとおりです。地代、賃

料を提示する予定はありませ

ん。 
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

とも、本事業における貴学が必

要とする費用を地代が上回れ

ば、地代も賃料も提案者の自由

設定とし、周辺相場調査等から

妥当な賃料を設定できるという

認識でよろしいでしょうか。 

52 地代等 5 Ⅰ 7 (1)    

提案地代を提示するための資料

として、貴学の土地固定資産税

相当額等をご開示頂けないでし

ょうか。また、将来の税額増減

に対して、地代の変動はない前

提で提案する形でよろしいでし

ょうか。 

ご質問の前段について、番号５

への回答を参照してください。 

ご質問の後段について、番号50

②への回答を参照してくださ

い。 

53 地代等 5 Ⅰ 7 (1)    

土地固定資産税の増減におい

て、地代変動が伴う場合は、そ

の増額分及び減額分を事業者が

負担することの理解で宜しい

か。 

番号50②への回答を参照してく

ださい。 

54 地代等 5 Ⅰ 7 (1)    

「具体の地代は、事業者の提案

に基づき不動産鑑定士により評

価された地代との整合性（説明

性）が保たれるものとする。」

とありますが、不動産鑑定士に

より評価された地代は公募要項

配布時に示されるのでしょう

か。それとも、優先交渉権者選

定後に擦り合わせを行うのでし

ょうか。 

番号50③への回答を参照してく

ださい。 

55 地代等 5 Ⅰ 7 (1)    

具体の地代は、事業者の提案に

基づき不動産鑑定士により評価

された地代との整合性が保たれ

るものとする。との記載があり

ますが、事業者側で現時点の不

動産鑑定を取得した上で提案を

行う必要があるということでし

ょうか？ 

番号50③への回答を参照してく

ださい。 

56 
事業施設の用

途 
5 Ⅰ 7 (4)    

「「国立大学法人法第34条の２

における土地等の貸付けにかか

る文部科学大臣の認可基準」に

則った、国立大学法人等の業務

の遂行、財産の管理、業務の公

共性等に支障の生じる恐れのな

い利用用途に限るものであるこ

と」とありますが、具体的に禁

止される用途をご教示くださ

い。 

具体的に禁止される用途は、以

下のいずれかに該当する用途と

なります。（同認可基準第３を

参照してください。） 

(1)国立大学法人等の業務の遂行

に支障の生じるおそれがある

こと。 

(2)国立大学法人等の財産の管理

上支障の生じるおそれがある

こと。 

(3)国立大学法人等の業務の公共
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

性に鑑み、貸し付けた土地等

の利用用途が以下の①～④に

該当するおそれがあること。 

①騒音、振動、塵埃、視覚的不

快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等周

囲に迷惑を及ぼすような用途

に使用するものであること。 

②風俗営業又はそれに類する用

途、犯罪に関わる又は助長す

る用途、深夜営業を主とする

用途、公序良俗に反する用途

その他国立大学法人等の品位

を損なうような用途に使用す

るものであること。 

③暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成三

年法律第七十七号）第二条第

二号に規定する暴力団の事務

所その他これに類するものの

用に供しようとするものであ

ること。 

④上記のほか、その利用により

公共性、公益性を損なうおそ

れがある用途に使用するもの

であること。 

(4)その他国立大学法人等の財産

の用途又は目的を妨げるおそ

れがあること。 

57 
事業施設の用

途 
5 Ⅰ 7 (4)    

「事業施設管理規約等」の素案

や作成基準はあればご教示くだ

さい。 

ありません。 

58 水光熱料 6 Ⅰ 8     

大学が床を賃貸する部分の水光

熱費は個別請求ができるものと

考えてよろしいでしょうか？ 

番号29への回答を参照してくだ

さい。 

59 光熱水料 6 Ⅰ 8     
大学が使用する部分の光熱水料

も事業者負担となりますか。 

番号29への回答を参照してくだ

さい。 

60 光熱水料 6 Ⅰ 8     

光熱水料は全て事業者負担とあ

りますが、貴学が使用（賃借）

する部分は、賃借人としての大

学側負担という理解でよろしい

でしょうか。 

番号29への回答を参照してくだ

さい。 

61 公租公課 6 Ⅰ 9     

解体前の既存建物の引き渡し日

以降の固定資産材は事業主負担

という認識でよろしいでしょう

か？ 

公募要項（案）Ⅰ９に記載のと

おり「当該既存建物に公租公課

が賦課される場合にあっても、

事業者の負担とする。」です。 

62 事業スケジュ 6 Ⅰ 9     「公正証書による定期借地権設 原則として、原案のとおりとし
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

ール 定契約締結の日を既存建物の引

渡日とし」とありますが、事業

期間（地代発生期間）の開始日

と定期借地権設定契約締結日と

既存建物の引き渡し日が同一な

のは実務的に難しいため変更を

お願いします。 

ます。 

63 
事業スケジュ

ール 
6 Ⅱ      

供用開始日（引渡し）の記載が

ございませんが、大学側のご指

定は特にありませんでしょう

か。 

事業者の提案によるものとしま

すが、本学としては、令和８年

10月の供用開始を想定していま

す。 

64 
事業スケジュ

ール 
6 Ⅱ      

貴大学の開校時期は提案による

という認識で宜しいでしょうか 

番号63への回答を参照してくだ

さい。 

65 
事業スケジュ

ール 
6 Ⅱ      

大学部分及び民間施設のオープ

ン時期が変わってくる提案はご

了承いただけますでしょうか？ 

番号63への回答を参照してくだ

さい。 

66 
事業スケジュ

ール 
6 Ⅱ      

(未定)基本設計、定期借地権設

定契約締結にかかる合意書、定

期借地権設定契約（公正証

書）、定期借家権設定契約（事

業者と本学）とありますが、大

学施設の使用開始年度、使用開

始月の要望があればご教示くだ

さい。 

番号63への回答を参照してくだ

さい。 

67 
個別対話(個別

提案) 
6 Ⅱ      

『個別対話(個別提案)』時の必

要な資料をご教示頂きたいで

す。図面や地代についての提示

が必要となりますでしょうか。 

公募要項等において提示しま

す。 

68 
設計の参加資

格 
6 Ⅲ 1 (1)    

本公募に設計者として参加する

にあたり参加資格等はございま

すか（実績等） 

ありません。 

69 
建設の参加資

格 
6 Ⅲ 1 (1)    

本公募に建設者として参加する

にあたり参加資格等はございま

すか（実績等） 

ありません。 

70 参加資格要件 6 Ⅲ 1 (1)    

設計・建設企業や維持管理、運

営企業の参加資格要件が無いよ

うですが、これらの企業は本事

業の構成企業ではなく、参加事

業者（代表企業）の協力企業と

して、参加申込時に名を連ねる

必要はないと理解してよいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

71 参加資格要件 7 Ⅲ 1 (4)    

「公募に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がな

いこと（資本関係又は人的関係

がある者のすべてが共同企業体

「公募に参加しようとする者」

とは、いわゆる「公募参加者」

や「公募参加グループ」のこと

であり、ご質問にあるような
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番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

の代表者以外の構成員である場

合を除く。）。」とあります

が、資本面で関係のある親会社

と子会社、関連会社は同一のチ

ームで応募できないという解釈

になるのでしょうか。その場

合、その要件を外していただく

ことをご再考いただけますでし

ょうか。 

「公募参加グループ（チーム）

内」のことではありません。 

72 
参加資格確認

申請書 
8 Ⅳ 2     

事業主の発注を前提とした設計

者及び施工者・維持管理事業者

としての参加の場合、参加資格

確認申請書の提出は不要でしょ

うか 

ご理解のとおりです。 

73 
提案書類の提

出 
9 Ⅳ 5 (3)    

計画に関する提案書類等は、指

定様式のみでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

74 
提案書類の提

出 
9 Ⅳ 5 (3)    

計画に関する提案書類等は、指

定様式以外の計画案等の用紙サ

イズ及び枚数は何枚でしょう

か。ご教授ください。 

公募要項等において提示しま

す。 

75 
応募書類の様

式 
9 Ⅳ 5 (3)    

提案書の様式は公募要項書と同

時に配布される認識で宜しいで

しょうか 

ご理解のとおりです。 

76 応募方法等 9 Ⅳ 5 (5)    

「提案書及びパース図等に企業

名を記載しないこと及び商品名

等も使用せず、一般名称を用い

ること。また、企業名が特定で

きるマーク及びシンボルカラー

等を使用しないこと。」とあり

ますが、シンボルカラー等の使

用禁止については類似色を考え

ると大変困難になる可能性があ

るため、要件から外していただ

けないでしょうか。 

「シンボルカラー」の要件を除

外するものとします。 

77 選定方法等 9 Ⅴ 1 (2)    

「委員名は公表しない」とあり

ますが、この場合、提案内容検

討中に万が一に審査委員と知ら

ずに接触をしてしまった場合

（審査委員側しかこの接触を把

握できません）は、失格とはな

らないという認識でよろしいで

しょうか。 

ご理解のとおりです。なお、当

該委員の方から、本事業に関す

る接触を拒否することになりま

す。 

78 
実質審査の無

効 
11 Ⅴ 4 (7) 7)   

複数者による共同応募とは、事

業主（借地契約者）が複数いる

場合を指すと考えてよろしいで

しょうか？（事業主ではない設

ご理解のとおりです。 
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計者や施工者等は含まれないと

考えてよろしいでしょうか？） 

79 
優先交渉権者

選定方法 
11 Ⅴ 5 (7)    

提案書が公表させる際は、どの

媒体でどの範囲が公表される

か、事業者に事前連絡があると

いう理解でよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりとします。 

80 
基本協定締結

後の辞退 
12 Ⅵ 1 (1)    

『基本協定書の締結後の辞退は

不可』とございますが、万が一

辞退しなければならない事態に

至った場合、ペナルティ（違約

金）は想定されていますか。 

基本協定が事業者の責めに帰す

べき事由により解除された場合

には、違約金の発生が予定され

ています。このことの詳細につ

いては、公募要項等として公表

する基本協定書（案）を確認し

てください。 

81 契約書の提出 12 Ⅵ 1 (3)    

「事業契約の締結に至らなかっ

たときは、別途書面による合意

がある場合を除き、本学と優先

交渉権者が本事業の準備に関し

てすでに支出した費用等につい

ては、各自が負担するものとす

る。」とありますが、過失があ

った場合は帰責者が負担するの

が妥当と考えます。こちらの文

言についてご再考願います。 

原案のとおりとします。公募要

項（案）の該当箇所には、「本

学及び優先交渉権者のいずれの

責にも帰さない事由により、」

と記載されているので、確認し

てください。 

82 契約書の提出 13 Ⅵ 3 (2)    

「事業者は、契約保証金（一部

免除とする。）として地代年額

相当分の３倍を本学に預託しな

ければならない。」とあります

が、 

①（一部免除とする。）の要件に

ついて教えていただけます

か。 

② 地代年額相当分の3倍とありま

すが、1倍としていただけませ

んでしょうか。 

③ 当該契約保証金において預託

期間中に金利を付することは

可能でしょうか。 

①お茶の水女子大学契約事務取

扱規程第42条では、「契約を

結ぶ者をして、100分の10以上

の契約保証金を、本学が指定

する金融機関等に振り込ませ

なければならない。」として

いますが、同規程第43条の契

約保証金の免除規定により、

本事業では、契約保証金の一

部を免除し、地代年額相当分

の３倍としているところで

す。 

②２倍とすることを検討中で

す。公募要項等を確認してく

ださい。 

③契約保証金に金利は付しませ

ん。 

83 
契約保証金の

納付 
13 Ⅵ 3 (2)    

「契約保証金（一部免除とす

る。）」の（一部免除とす

る。）とはどういうことでしょ

うか。免除の条件等はあるので

しょうか。 

番号82への回答を参照してくだ

さい。 

84 契約保証金の 13 Ⅵ 3 (2)    「契約保証金として地代年額相 ご理解のとおりです。なお、番
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納付 当分の3倍を本学に預託」とあり

ますが、提案地代総額（前払い

地代＋毎年払い地代）を借地年

数で割ったものが地代年額相当

額と考えればよろしいでしょう

か。 

号82への回答も参照してくださ

い。 

85 
契約保証金の

扱い 
13 Ⅵ 3 (2)    

過去の国立大学法人様の借地案

件では、12ヶ月相当分が一つの

目安になっており、今回の3倍と

いう水準は民間事業者にとって

厳しい条件と拝察しています

が、3倍とした意図や背景をご教

示いただけますでしょうか。 

番号82への回答を参照してくだ

さい。 

86 
契約保証金の

扱い 
13 Ⅵ 3 (2)    

保証金の支払方法（着工時と竣

工時の分割等）をご教示いただ

けますでしょうか。 

定期借地権設定契約書（公正証

書）の締結と同日の一括支払と

する予定です。 

87 
事業終了時期

後の措置 
14 Ⅵ 3 (6)    

事業終了時に自然由来の土壌汚

染が発見された場合も事業者負

担での処理となるのでしょう

か？ 

「自然由来の土壌汚染」が具体

的に何を想定されているか分か

りかねますが、原則として、事

業者負担となります。 

88 契約書の提出 14 Ⅵ 3 (6)    

「事業者は、事業計画地の返却

前に地質調査を行い土壌汚染等

が確認された場合は、事業者の

責任で処理をするものとす

る。」とありますが、 

① 地質調査を行う費用負担の所

在はどちらになりますでしょ

うか。 

② 地質調査を行い是正する期間

の地代は発生するのでしょう

か。 

④ 土壌汚染の発生が認められた

場合であっても汚染原因が事

業者の事業に起因しない場合

は免責としていただけますで

しょうか。 

①事業者となります。 

②番号48への回答を参照してく

ださい。 

③事業者は、事業計画地の管理

者の立場でもあり、原則とし

て、事業者の負担とします。 

89 地質調査 14 Ⅵ 3 (6)    

『地質調査』については、土壌

汚染対策法、並びに東京都の条

例上必要な調査（指示された調

査）と考えれば宜しいでしょう

か。フェーズ１（地歴調査）で

終了するケースも十分考えられ

ると思われますが、その場合で

も、土壌汚染調査（サンプリン

グ調査）が必要と考えていらっ

しゃいますか。 

関連法令（土壌汚染対策法並び

に東京都条例等）において必要

とされる調査（指示された調

査）とともに、当該規定にかか

わらず土壌汚染調査（サンプリ

ング調査）を必須とします。 

90 地質調査 14 Ⅵ 3 (6)    定期借地期間満了時に地質調査 公募要項（案）では、定期借地
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を実施とありますが、土壌汚染

の可能性のない利用用途建物

（住宅等）の場合でも、土壌汚

染調査（サンプリング調査）は

必要でしょうか。仮に必要とさ

れる場合、今回の計画によるも

のなのかを判断するために、定

期借期間開始前に土壌汚染調査

（サンプリング調査）が必要と

考えます。 

権設定契約時点での土壌汚染調

査（サンプリング調査）を必要

としています。 

91 
事業期間終了

時の地質調査 
14 Ⅵ 3 (6)    

国立大学法人様案件含む、公有

地の同種借地案件において、土

地返却前の地質調査を求められ

るケースは直近確認できていま

せんが、どのようなケースでの

土壌汚染を想定したものになり

ますでしょうか。 

事業者による長期間にわたって

の借地終了時の土地返却にあっ

ては、土壌汚染状況の確認は必

要なものと考えます。 

92 
事業計画地の

基本条件 
15 Ⅶ 1 (1) 1)   

「特記事項：事業計画地の北東

隅部分（三角地）は、本学附属

小学校の搬出入口として使用可

能な状態（空地）とするこ

と。」とありますが、空地とす

る正確な範囲や仕様等（全く手

をつけないのか等）についてご

教示ください。また、用途が制

限されるため、当該部分の地代

は減免されるという認識でよろ

しいでしょうか。 

本学附属小学校への搬出入口を

使用できるのであれば、空地と

する範囲や仕様は事業者の提案

によるものとします。番号６へ

の回答も参照してください。 

なお、地代の減免は予定してい

ません。 

93 特記事項 15 Ⅶ 1 (1) 1)   

『事業計画地の北東隅部分(三角

地)は、本学附属小学校の搬出入

口として使用可能な状態(空地)

とすること』について、駐車場

車路やエントランスアプローチ

等として使用しても差し支えな

いでしょうか。 

差し支えないものとします。番

号92への回答も参照してくださ

い。 

94 特記事項 15 Ⅶ 1 (1) 1)   

『本学附属小学校の搬出入口と

して使用可能な状態(空地)とす

ること』を永続的にお約束する

ために、協定等の締結を希望さ

れますか。 

本学と事業者の協議によるもの

とします。 

95 ガス配管埋設 15 Ⅶ 1 (1) 2) ①  

既設ガス配管の埋設ルートが分

かる図面を開示いただくことは

可能でしょうか。 

公募要項の公表とあわせて提供

する予定です。 

96 
事業計画地及

び周辺状況 
15 Ⅶ 1 (1) 2) ②  

「事業計画地内に、隣接する附

属小学校のプール附属室へのガ

ス配管が埋設されているた

め、」とありますが、埋設管位

番号95への回答を参照してくだ

さい。 
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置図等の詳細情報をご開示くだ

さい。 

97 
事業計画地の

基本条件 
15 Ⅶ 1 (1) 2) ②  

埋設されているガス配管の位置

がわかる図面等はありますでし

ょうか。 

番号95への回答を参照してくだ

さい。 

98 
ガス配管の埋

設 
15 Ⅶ 1 (1) 2) ②  

ガス配管の埋設位置について図

面を開示頂けますでしょうか。 

番号95への回答を参照してくだ

さい。 

99 
事業計画地及

び周辺状況 
15 Ⅶ 1 (1) 2) ③  

「事業計画地と隣地等との境界

について、事業者が提案する施

設計画等に基づき、構造的な支

障が生じないよう、事業者の費

用負担により擁壁の補強等を実

施するものとする。」とありま

すが、擁壁の範囲と施工図面等

の情報をご開示ください。 

公募要項の公表とあわせて提供

する予定です。 

100 擁壁の補強 15 Ⅶ 1 (1) 2) ③  
擁壁の位置、現状、遵法性につ

いて開示頂けますでしょうか。 

番号99への回答を参照してくだ

さい。 

101 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

16 Ⅶ 1 (3) 2)   

契約締結リスクの「上記以外の

事由により定期借地権設定契約

締結にかかる合意書、定期借地

権設定契約（公正証書）が結べ

ないリスク」は事業者ではなく

協議としていただけないでしょ

うか。 

基本協定書締結後、本学及び優

先交渉権者のいずれの責めにも

帰さない事由により、事業契約

の締結に至らなかったときは、

別途書面による合意がある場合

を除き、各自が支出した費用に

つき負担することになります。

公募要項（案）Ⅵ１(3)を参照し

てください。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

102 社会リスク 16 Ⅶ 1 (3) 2)   

リスク分担表に社会リスクであ

る、物価変動リスクについて記

載が無いようですが、お考えを

お聞きできますでしょうか。 

物価変動リスクとして、具体的

に何を想定されているか分かり

かねますが、本事業は定期借地

権設定契約であるため、物価変

動による地代の改定が考えられ

ます。このことの詳細について

は、公募要項等として公表する

基本協定書（案）、定期借地権

設定契約書（案）を確認してく

ださい。 

103 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

17 Ⅶ 1 (3) 2)   

事業開始前要求水準未達リスク

の「上記以外の事由により、事

業開始前、事業者が要求水準を

満たせないリスク」は事業者で

はなく協議としていただけない

でしょうか。 

原案のとおりとします。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 
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104 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

17 Ⅶ 1 (3) 2)   

事業期間中要求水準未達リスク

の「上記以外の事由により、事

業期間中、事業者が要求水準を

満たせないリスク」は事業者で

はなく協議としていただけない

でしょうか。 

「事業開始後要求水準未達リス

ク」のことと推察いたします

が、原案のとおりとします。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

105 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

17 Ⅶ 1 (3) 2)   

事業開始遅延リスクの「上記以

外の事由により、事業開始遅延

に起因するリスク」は事業者で

はなく協議としていただけない

でしょうか。 

原案のとおりとします。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

106 
事業開始遅延

リスク 
17 Ⅶ 1 (3) 2)   

「上記以外の事由による事業開

始遅延に起因するリスク」とあ

りますが、近隣住民による計画

変更の要望や、新型コロナウイ

ルスに類似した感染症等による

近隣説明会等の開催の遅延など

の設計申請作業の遅れも含まれ

ますでしょうか。 

ご理解のとおり含まれます。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

107 
測量・調査リ

スク 
17 Ⅶ 1 (3) 2)   

「事業者が実施した測量・調査

に起因するリスク」が事業者負

担とされているところ、測量・

調査によって判明した事実に起

因するリスクは、事業計画地に

元々内在するものであり、用地

リスクと同様に貴学負担とすべ

きものと考えます。 

つきましては、「事業者が実施

した測量・調査に起因するリス

ク」とは、事業者が実施した測

量・調査の不備・不足等に起因

するリスクのことであり、事業

者が実施した測量・調査によっ

て判明した事実に起因するリス

クは、貴学負担の「上記以外の

測量・調査に起因するリスク」

に含まれるとの理解でよろしい

でしょうか。 

ここでの「事業者が実施した測

量・調査に起因するリスク」と

は、当該測量・調査の実施その

ものにおいて錯誤などの不適当

な事実あった場合のことです。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

108 
初期投資費リ

スク 
17 Ⅶ 1 (3) 2)   

初期投資費リスクがすべて事業

者負担とされておりますが、貴

学の責めに帰すべき事由による

初期投資費増大に伴うリスクも

概念し得るところ、当該リスク

は、貴学負担との理解でよろし

いでしょうか。 

本学の責めに帰すべき事由によ

る生じた初期投資費用について

は、本学も負担を負う場合があ

ります。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 
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109 リスク分担 17 Ⅶ 1 (3) 2)   

貴学が賃借人として使用する部

分の維持管理に係るリスクは、

貴学負担という理解でよろしい

でしょうか。 

本学と事業者との間で締結する

「賃貸借契約」の内容によるも

のとなります。 

110 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

18 Ⅶ 1 (3) 2)   

維持管理コストリスクの「上記

以外の事由による事業内容・用

途の変更等に起因する維持管理

費の増大に関するリスク」は事

業者ではなく協議としていただ

けないでしょうか。 

原案のとおりとします。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

111 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

18 Ⅶ 1 (3) 2)   

施設損傷リスクの「上記以外の

事由による施設の損傷に関する

リスク」は事業者ではなく協議

としていただけないでしょう

か。 

原案のとおりとします。 

なお、公募要項等として公表す

る基本協定書（案）、定期借地

権設定契約書（案）についても

確認してください。 

112 

事業者と本学

のリスク分担

（案） 

18 Ⅶ 1 (3) 2)   

天災等の不可抗力に関するリス

クの所在については、どのよう

にお考えでしょうか。こちらに

関しては、原則協議とさせてい

ただきたいです。 

想定場面により異なってきま

す。詳細については、公募要項

等として公表する基本協定書

（案）、定期借地権設定契約書

（案）を確認してください。 

113 モニタリング 18 Ⅶ 1 (4) 1) ③  

工事完成時、「現場で本学の確

認を受けること」とあります

が、確認期間はどのくらいを見

ておけばよろしいでしょうか。 

14日間程度を想定しています。 

114 

施設供用開始

後のモニタリ

ング 

18 Ⅶ 1 (4) 1) ④  

「事業者は、各事業年度の開始

１か月前までに、当該事業年度

の事業施設の維持管理及び運営

計画、予想収支計画等を記載し

た事業計画書を作成のうえ、本

学に提出し説明することとす

る。また、事業者は、毎月末締

めで、維持管理・運営の状況に

関する報告書を、毎年度末締め

で、維持管理・運営の状況に関

する報告書及び公認会計士によ

る監査を経た財務の状況に関す

る報告書を、それぞれ作成のう

え本学に提出し説明することと

する。本学は、確認の結果、か

かる報告内容に懸念される事項

が認められた場合には、改善を

求めることができることとす

る。」とありますが、 

① 毎月報告を4半期に一度として

いただけないでしょうか。 

② 公認会計士による監査を、社

内監査部門による監査に代え

まず、本学は、本事業が民間事

業者による事業であることを十

分に認識し、必要以上に詳細な

内容のモニタリング（報告、説

明等）を避けるものとします。 

ただし、本事業が本学にとって

も重要な事業であるとともに、

本学の重要な場所に位置するこ

とから、本学と事業者のコミュ

ニケーションや情報共有が大切

であるとも考えています。以上

の方針を基本とし、以下のとお

りとします。 

①毎月の報告とします。ただ

し、供用開始の２年度目以降

は、４半期に一度に変更する

ことについて協議することも

可能とします。 

②公認会計士による監査としま

す。ただし、供用開始の２年

度目以降は、社内監査部門に

よる監査に代えることについ

て協議することも可能としま



 

（２０） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

させていただけないでしょう

か。 

③ 報告書の説明について、具体

的な報告内容をご教示くださ

い。 

④ 「改善を求めることができ

る」について、「社会的に合

理的であると判断できる範囲

において」を追記いただけま

すでしょうか。 

す。 

③定期点検等の報告、修繕・工

事の報告、光熱水量の報告、

クレーム対応の報告等を想定

していますが、具体的には、

本学と事業者が協議して定め

るものとします。 

④「社会的に合理的であると判

断できる範囲において」を追

記します。 

115 モニタリング 18 Ⅶ 1 (4) 1) ⑤  

事業契約終了時、「事業契約に

定める状況等について検査を行

う」とありますが、検査期間は

どのくらいを見ておけばよろし

いでしょうか。 

14日間程度を想定しています。 

116 構造計画 20 Ⅶ 2 (4) 1)   

「施設は、一部を大学施設とし

て利用することを想定し、地震

等に対する保有耐力を十分に見

込み、大地震後も構造体の大き

な補修を行うことなく施設を使

用できることを目標とし、人命

の安全確保に加えて機能確保を

図ること。」とありますが、目

標とする指数等はあるでしょう

か。また、免制震等の構造はど

のように評価されるのでしょう

か。 

ご質問の前段について、以下の

基準等によるものとします。 

(1)官庁施設の総合耐震・対津波

計画基準（平成25年制定）国

土交通省大臣官房官庁営繕部 

(2)建築構造設計指針（平成21年

版）文部科学省大臣官房文教

施設企画部 

ご質問の後段について、大学施

設（大学要求の実現度）、民間

施設を含む施設全体（大学事業

等との親和性）の中で評価する

予定です。 

117 構造計画 20 Ⅶ 2 (4) 1)   

21ページ(8)1)地球環境への配慮

で「木質化」とありますが、耐

震性が確保でき、防火指定地域

の基準をクリアしていれば構造

は問わないと理解してよいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

118 防災安全計画 20 Ⅶ 2 (5) 2)   

学生の安全な通学動線の確保の

観点から、大学キャンパス内の

駐車場に隔地集約することは可

能でしょうか。 

不可とします。 

119 
地球環境への

配慮 
21 Ⅶ 2 (8) 1)   

建物の環境性能確保の一環とし

て、取得が望ましい認証制度や

数値目標があればご教示くださ

い。 

ZEB Oriented相当以上が望ましい

と考えています。 

120 電気設備 21 Ⅶ 2 (9) 2) ②  

「電話、インターネット接続

（サーバ）は事業者が用意する

こと。」とありますが、接続業

者を斡旋し、ランニングコスト

は貴学で負担するという理解で

ご理解のとおりです。 

番号20、29への回答も参照して

ください。 



 

（２１） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

よろしいでしょうか。 

121 
設計変更への

対応 
22 Ⅶ 2 (11) 3)   

「本学は必要と認めた場合、設

計変更を求めることができ

る。」とありますが、「社会的

合理性の範囲内で」と追記いた

だけないでしょうか。 

「社会的合理性の範囲内」を追

記します。 

122 
建設に係る要

求水準 
22 Ⅶ 2 (12) 1) ④  

近隣住民への周知について、そ

の範囲や方法は事業者提案でよ

ろしいでしょうか。 

関係法令等に基づくとともに

き、所管官署（文京区または東

京都）との協議によるものと理

解しています。 

123 
建設期間中の

留意点 
22 Ⅶ 2 (12) 3) ①  

「本学が要請した時は、事業者

は工事施工の事前説明及び事後

報告を行うこと。また、本学は

必要に応じて、工事現場での施

工の確認を行うことができるも

のとする。」とありますが、

「社会的合理性の範囲内で」と

追記いただけないでしょうか。 

「社会的合理性の範囲内で」を

追記します。 

なお、番号114への回答も参照し

てください。 

124 完成後の検査 22 Ⅶ 2 (12) 4) ②  

「工事完了後、速やかに事業者

自らの責任及び費用において要

求水準書に示された内容を満た

している事を確認し、本学に報

告すること。」とありますが、

報告手法については事業者提案

という理解でよろしいでしょう

か。 

事業者提案に基づき大学と事業

者で協議して定めるものとしま

す。 

125 
シックハウス

調査 
22 Ⅶ 2 (12) 5) ①  

「ホルムアルデヒド及び揮発性

有機化合物の室内濃度を測定

し、」の検査手法、報告手法に

ついては事業者提案という理解

でよろしいでしょうか。 

関係法令等に基づき実施するも

のとしますが、本学が使用する

部分については、文部科学省の

手法に基づくものとします。 

126 

大学使用部分

に係る契約期

間 

23 Ⅶ 3 (1) 1)   

貴学が使用する部分の契約期間

（賃借期間）は、借地期間（工

事期間を除く）と同等期間とい

う想定でよろしいでしょうか。 

事業者と本学の賃貸借契約に基

づくものとします。 

127 
大学広報コー

ナー 
23 Ⅶ 3 (1) 1) ① ｱ 

1階の設置が必須とありますが、

長期間立地し、かつ地域との連

携を考慮すると、1階には民間収

益施設の間口を確保し、2階以上

にコーナーを設けることは可能

でしょうか。 

不可とします。 

128 記念ホール 23 Ⅶ 3 (1) 1) ① ｲ 

記念ホールに関して、貴学内で

検討案等を保有していればご開

示ください。 

公募要項（案）に記載のとおり

です。 

129 
貴大学が使用

する用途 
23 Ⅶ 3 (1) 1) ① ｲ 

貴大学が使用する部分の用途は

建築基準法別表第一（い）欄⑶

ご理解のとおりです。 



 

（２２） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

項「学校」という認識で宜しい

でしょうか 

130 
産学連携・地

域連携機能 
23 Ⅶ 3 (1) 1) ① ｳ 

設置規模は4分の1フロアとあり

ますが、何に対しての4分の1な

のかご教示ください 

本学が検討したプランでの４分

の１のことですが、160㎡程度を

優先してください。 

131 
産学連携・地

域連携機能 
23 Ⅶ 3 (1) 1) ① ｳ 

160㎡が必須とありますが、設置

規模が大きいほど評価される認

識でしょうか 

ご理解のとおりです。 

132 

大学150周年記

念ホールの運

営 

23 Ⅶ 3 (1) 1) ②  

フロア配置及び動線計画検討に

あたり、150周年記念ホールの年

間稼働想定、1回あたりの最大収

容人数想定をご教示いただけま

すでしょうか。 

ご質問の前段について、20日／

月程度の使用を想定していま

す。 

ご質問の後段について、300㎡程

度で椅子のみ席で200人程度、テ

ーブル席で150人程度を想定して

います。 

133 
用途及び規模

等 
23 Ⅶ 3 (1) 1) ⑥  

「本学のキャンパスのサインと

の調和」とありますが、どのよ

うなサインでしょうか。 

学内外の人々が快適にキャンパ

スを利用できるように、誰にで

もわかりやすい統一感のあるサ

インとし、英語表示を併記した

ものとします。 

134 主要諸室等 23 Ⅶ 3 (1) 2)   
主要諸室の面積の程度とは増減

何％の範囲でしょうか。 

95％以上とします。 

135 主要諸室等 24 Ⅶ 3 (1) 2)   

「主要諸室表」における「産学

連携・地域連携機能_160㎡程度

（任意）」のスペースにおい

て、提案は事業者の任意である

が、提案した場合は提案した面

積分の賃料について、貴学負担

でお支払いいただくという認識

でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。ただし、

その場合であっても、「本学が

事業者から受け取る地代は、本

事業において本学が必要とする

費用（本学が使用する部分の賃

料等（共益費等を含む本学が使

用する部分にともなって発生す

る事業者への全ての支払費用と

する。）、本学が支払うべき事

業計画地に対する固定資産税相

当額等の合計額）を、事業期間

のすべての時点（断面）で上回

るものとし、本学の安定的かつ

継続的な運営に資するものとす

る。」ことへの留意が必要とな

ります。 

136 
産学連携・地

域連携機能 
24 Ⅶ 3 (1) 2)   

1フロア320㎡程度への検討にあ

たり、160㎡の具体的な使途、

利用内容をご教示いただけます

でしょうか。 

産学連携・地域連携のためのオ

フィス使用等を想定していま

す。 

137 什器・備品 24 Ⅶ 3 (1) 3)   

什器備品の範囲を事業者側で設

置した場合（プロジェクター、

サイネージ、天吊りモニター等

の映像機器、音響機器。）のメ

番号20への回答を参照してくだ

さい。 



 

（２３） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

ンテナンス区分をご教授くださ

い。 

138 部位別の要件 26 Ⅶ 3 (1) 4) ⑥  

ブラインド又はロールスクリー

ン、暗幕等は全室設置が必要で

しょうか。一部の設置で良い場

合、必要な諸室をご教示くださ

い。 

原則として、全室の設置としま

す。ただし、必要ない部屋につ

いては、事業者の提案に基づ

き、本学との協議により定める

ものとします。 

139 
ブラインド等

の設置 
26 Ⅶ 3 (1) 4) ⑥ ｶ 

各居室の窓に、『ブラインド又

はロールスクリーン・暗幕等を

設置すること』とございます

が、費用負担についての想定は

ございますか。 

事業者負担の場合、事業者の所

有物となり、将来の維持管理も

事業者負担となりますか。 

番号20への回答を参照してくだ

さい。 

140 記念ホール 27 Ⅶ 3 (3) 1) ②  

記念ホールの席数の目安（立

席、スクール形式等）があれば

ご教示ください。 

番号132への回答を参照してくだ

さい。 

141 
大学150周年記

念ホール 
28 Ⅶ 3 (3) 2) ⑦  

高輝度プロジェクターとは、ど

の程度をいいますか。参考メー

カー等がありましたらご教示願

います。 

10,000lm以上とします。 

142 
産学連携・地

域連携機能 
28 Ⅶ 3 (4)    

貴大学が求める備品等の要求水

準がありましたらご教示くださ

い。 

また、それらが民間側で準備で

きるものがあれば代用できると

考えてよろしいでしょうか。 

番号20への回答を参照してくだ

さい。 

143 連携スペース 28 Ⅶ 3 (4) 1) ①  

「ただし、事業者の提案（任

意）により、2分の1程度のスペ

ースとなることを期待してい

る」とありますが、貴学の期待

に応え2分の1程度を確保した場

合は、5ページ7(1)地代として整

合性が保てる範囲内での賃料設

定とする理解でしょうか。 

ご理解のとおりです。番号135へ

の回答も参照してください。 

144 
産学連携・地

域連携機能 
28 Ⅶ 3 (4) 1) ③  

産学連携・地域連携部分の③に

利用時間の指定がありますが、

この部分には不特定の人が入退

室することはないとの前提でし

ょうか（指定時間以外は大学側

にて入退室管理・セキュリティ

管理を行う前提でよろしいでし

ょうか？） 

当該規定（利用時間）は一般的

な利用において適用するもので

あり、これらの時間外も含め、

通年終日、入退室可能な動線計

画及びセキュリティシステムと

してください。なお、利用に関

する許可は本学が与えるものと

し、原則として、本学から事業

者に対して事業者の提案するセ

キュリティシステムと整合する



 

（２４） 

 

番号 質問項目 頁 Ⅰ 1 (1) 1) ① ｱ 質 問 回 答 

利用者名の連絡等を行う予定で

す。 

145 
配置機能及び

諸室の計画 
29 Ⅶ 3 (5) 2)   

床・壁・天井等の参考仕上げの

記載がありますが、用途・機能

・デザインに応じて変更可能で

しょうか？ 

参考であり、同等以上であれば

よいものとします。なお、具体

的には、事業者の提案に基づ

き、本学と協議して定めるもの

とします。 

146 

大学が使用す

る部分を配置

する階のトイ

レ 

29 Ⅶ 3 (5) 2) ⑤  

便器数・男女比率等の個数が用

途により変わってくると思われ

ます。記念ホールの建築基準法

上の用途をご教授ください。 

また産学連携スペースの用途も

併せてご教授下さい 

建築基準法上の用途について

は、番号129への回答を参照して

ください。なお、記念ホールの

利用者は、特に女性が多いとい

うわけではなく、使用目的によ

り異なってきます。また、産学

連携・地域連携機能について

は、番号136への回答を参照して

ください。 

147 配置機能 29 Ⅶ 3 (5) 2) ⑤  

「設計段階において、ジェンダ

ーに配慮したトイレの空間構成

やサイン計画のあり方につい

て、本学及び本学ジェンダー研

究所と十分協議し、両者の合意

に基づき進めるものとする。」

とありますが、優先交渉権者選

定後という理解でよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

148 
維持管理に係

る要求水準 
31 Ⅶ 4 (5)    

清掃業務及び清掃消耗品の補充

の範囲は、貴学が使用する専有

部分に及ぶということで、その

旨BM費用を事業者より提案する

という理解でよろしいでしょう

か。 

番号21への回答を参照してくだ

さい。 

以上 


